
意見書案第１号

 

韓国・台湾のハンセン病元患者の速やかな補償を求める意見書 
  
日本の旧植民地統治下の韓国と台湾のハンセン病療養所に強制収容された入所者計

１４２人が「ハンセン病補償法」（以下「補償法」という。）に基づく補償を求めた

訴訟で、東京地裁は１０月２５日、二つの異なる判決を下した。 
台湾訴訟の判決では、「患者が長年の間、偏見や差別と隔離政策の中で、多大な苦

難を強いられてきたことを真摯に受け止め」、「補償法は、広く網羅的にハンセン病

の救護・療養施設に入所していた者を救済しようとする特別な立法」であり、入所者

を補償の対象から除外することは、「平等取り扱いの原則」に反するとして、日本政

府に対し処分の取り消しを命じた。 
一方、韓国訴訟の判決では、「外地療養所の入所者に関しても、補償を行うべきで

あるという考え方は十分に成り立ち得る」としながらも、厚労省告示にない以上は補

償対象とはならないとし、請求を棄却した。 
２００１年に成立、施行された補償法は、ハンセン病患者の隔離政策の人権侵害を

認め、国に賠償を命じた熊本地裁判決の確定を受けて、患者、元患者を幅広く救済す

るために、国立療養所等に収容された者なら時期、国籍を問わず救済対象とした。ま

た、厚労省が設けた第三者機関「ハンセン病問題に関する検証会議」の最終報告書

（２００５年３月）は、韓国のハンセン病患者について、日本国内の患者が受けたと

同様の人権侵害だけでなく、植民地民族への差別による二重の人権侵害があったと述

べ、痛切な反省と今後への教訓を強調している。 
よって、国会及び政府においては、以上の趣旨を踏まえ、下記事項に早急に取り組

むよう強く要望する。 
  

記 
  

１ 韓国、台湾のハンセン病療養所入所者を補償法の対象とすること。 
２ 台湾訴訟について、国は控訴を取り下げ、早期に和解交渉に入ること。 
  
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。 
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